
⚑．目 的

北海道に 23 ある地方港湾は、地域の物流・産
業の拠点、住民の生活拠点として重要な役割を
果たしている。また、近年のインバウンドやク
ルーズ船の寄港増、農水産物輸出などのニーズ
に加えて、地方港湾所在地域のみなとオアシス
指定など、地方港湾の利活用とそれによる地域
活性化がより重要となっている。特に有人国境
離島に存在する地方港湾においては、港湾利活
用による地域活性化とその根幹となる離島フェ
リーの維持が離島の定住促進に直結する喫緊の
課題となっている。
こうした有人国境離島地域住民の安全・安心、
定住促進といった喫緊の課題に応えるには、離
島及び離島フェリーの発着点となる地方港湾の
機能の現状と新たな利活用の要請を踏まえ、地
方港湾整備構想の作成の方向性を検討するとと
もに、現実の予算状況と整備スケジュールも勘
案して、予算規模に応じた港湾機能の強化手法
を検討することが必要である。
以上を踏まえ、本研究では、北海道の有人離
島地方港湾を中心として、港湾の利活用と地域
活性化に関する課題と新たなニーズを抽出する
とともに、早期に効果発現が可能となるような
長期整備構想の作成手法や整備における課題を
整理し、地方港湾の整備のあり方を提案するこ
とを目的とする。

⚒．実施内容

令和元年度は、離島地方港湾の利活用・地域
活性化についての課題、新たなニーズを抽出し、

研究の検討課題を⽛離島地方港湾を核とした交
流人口の拡大⽜とした。そのモデル港を離島
フェリーの発着点にあたる奥尻港、江差港とし
た。そして、対象地域の交流人口拡大の前提条
件を把握するための文献及び統計データ等を収
集整理のほか、奥尻町、江差町における交流人
口と現在の取り組みの現状、課題について現地
調査とヒアリングを実施した。
令和⚒年度は、奥尻港を核とした交流人口拡
大を目的として、離島フェリー発着点の奥尻
港・江差港の活用方策を検討することとした。
具体には、交流人口を拡大するにあたりボトル
ネックとなる事象やポストコロナ社会への対応
も含めた新たなニーズを奥尻町や観光協会等と
のWEB会議により確認した。また、条件が不
利な地域でも交流人口拡大の取り組みが成果を
上げている先進地域の事例を収集し、奥尻地域
への適用を検討した。
令和⚓年度は、奥尻の地域資源を活かした新
たな交流モデルの構築を目的にモニターツアー
を計画していたが、他事業（観光庁、道庁）で
も同様の内容で実施されることとなったため、
この他事業の情報収集や比較を進め、本研究に
おけるワークショップで他事業を含めた総括的
な検討を進めた。

⚓．主要な結果

①大津波の被災経験を教訓とした津波避難訓練
体験や、農水産業の体験プログラム、美しい
海や山でのアクティビティといった奥尻なら
ではメニューを提案し、今後、奥尻町や観光
協会などが観光企業への提供を検討すること
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となった。
②他の離島や地方港湾でも同様な検討を行う場
合、本研究がケーススタディとして活用でき
るよう、調査や分析など手順を整理したモデ
ルフローを作成し、交流モデル構築の一般化
を図った。
③イベント参加以外に、季節や時期の違いで奥
尻に来て何が体験できるか明確でなかったた
め、イベントカレンダーとして視覚化を図っ
た。

④既存の観光マップは、体験メニューの掲載が
少なかったため、本研究の滞在モデルや既存
の体験メニューをマップに反映し、島内二次
交通やアクセス時間など、島全体が観光ルー
トとなる資料を作成した。

今後の対応

令和⚔年度は、これまでの調査研究成果（奥
尻モデル）を活かし、鴛泊港（利尻富士町）を
対象に令和⚕年度まで調査を継続する。
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